
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ．現状 

 

（１）地域の災害のリスク 

 ＜ 地 域 概 要 ・ 立 地 ＞  

当 町 は 茨 城 県 の 最 北 西 端 で 、中 心 地（ 役 場 所 在 地 ）は

海 抜 103m、 東 経 140 度 21 分 、 北 緯 36 度 46 分 に

位 置 し て い る 。 東 西 19km、 南 北 28km で や や 南 北 に

長 い ほ ぼ ひ し 形 の 形 を し て い る 。総 面 積 は 325.76k 平

方 メ ー ト ル と 県 全 体 の 約 20 分 の 1 を 占 め る 広 大 な 町

で あ る 。  

 面 積 の 約 8 割 は 、 八 溝 山 系 と 阿 武 隈 山 系 か ら な る 山

岳 地 で 、八 溝 山 を は じ め 高 笹 山 、男 体 山 な ど 県 内 有 数 の

秀 峰 を 擁 し て い る 。  

 こ の 山 あ い か ら 流 れ る 中 小 河 川 は 数 多 く 、こ れ ら は 源

を 福 島 県 に 発 し て 町 の 中 央 部 を 流 れ る 久 慈 川 に 注 い で

い る 。こ の 各 河 川 に 沿 っ て 、狭 あ い な が ら も 耕 地 が 開 け 、

人 家 が 集 落 を 形 成 し て い る 。  

 

 

（地震：J‐SHIS） 

地震ハザードステーションの防災地図によると、震度６弱以上の地震が今後３０年間で高い確率で発生

すると言われている。また、平成 31 年 3 月の「茨城県地震被害想定調査」によれば当町では、「棚倉破

砕帯東縁断層、同西縁断層の連動による地 震」により、最も被害が大きくなると想定されている。次い

で「Ｆ１断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動による地震」が想定されている  

 

 

表１ 茨城県地震被害想定結果（大子町） 

想定地震 想定規模 
大子町 

の震度 

建物被害 人的被害 

全壊・焼 

失・半壊 
死者 負傷者 重傷者 

棚倉破砕帯 東縁断層、 

同西縁断層の連動によ

る地震 

Mw7.0 ６強 
2,1９０棟 

(冬 18 時) 

１７人 

(冬深夜) 

２６８人 

(冬深夜) 

１９人 

(冬深夜) 

太平洋プレート（北部）

による地震 
Mw7.５ ５強 

５９棟 

 (冬18時) 

* 

 (冬深夜) 

１１人 

 (冬深夜) 

２人  

(冬深夜) 

 「＊」…わずかという意味である。 

「Mw」…モーメントマグニチュードのこと。地震は地下の岩盤がずれて起こるが、この岩盤のずれの規模

（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×岩石の硬さ）をもとにして計算したマグニチュードのことをいう。 

（出典：茨城県地震被害想定調査 平成 31 年２月 計算結果実数表示） 

 

 

 

 

 

 

図 1 位置図 



（洪水：大子町土砂災害・洪水ハザードマップ） 

当町の各河川流域の最大総雨量（久慈川流域：48 時間の総雨量 616ｍｍ、押川流域：24 時間の総雨量

661ｍｍ）で想定されたハザードマップによると、当会が立地する地域においては、久慈川・押川の越水

又は溢水で３ｍ～５ｍを超える浸水が予想されている。当該河川の洪水浸水想定区域には、小売、サービス、

飲食、建設、理美容、旅館、製造、キャンプ場、採石場など多くの事業者が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 大子町土砂災害・洪水ハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土砂災害：大子町土砂災害・洪水ハザードマップ） 

当町は、山間地であるため急傾斜地が多く、崩壊や地滑りなどの土砂災害が発生する可能性が高い土砂災

害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が多く指定されており、各地区に点在している。そのため、小売、サ

ービス、飲食、建設、製造、木材製品などが当該区域内に多数立地している。 

 

表２ 土砂災害警戒区域等の指定状況（大子町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：茨城県ホームページ分） 

区 分 箇所数 

土 石 流 
警戒区域 484 

うち特別警戒区域 42２ 

急 傾 斜 
警戒区域 129 

うち特別警戒区域 129 

地すべり 
警戒区域 21 

うち特別警戒区域 0 

合 計 
警戒区域 634 

うち特別警戒区域 55１ 

図４ 押川洪水浸水想定区域、中小河川の位置

（大子町） 

出展：茨城県「久慈川水系押川浸水想定区域（想

定最大規模）」、国土交通省「国土数値情報

の河川」（背景地図：国土地理院「地理院

図３ 久慈川洪水浸水想定区域、中小河川の

位置（大子町） 

出展：茨城県「久慈川水系久慈川浸水想定区

域（想定最大規模）」、国土交通省「国

土数値情報の河川」（背景地図：国土地

理院「地理院地図」） 



（感染症） 

新型インフルエンザは、10 年から 40 年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返している。ま

た、新型コロナウイルス感染症のように国民の大部分が免疫を獲得しておらず、全国的かつ急速なまん延

により、当町においても多くの町民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある。 

 

 ・インバウンドを含む観光需要の落ち込み、宿泊のキャンセル、イベントや会合の休止、外出自粛の動

き等により売上が急減する。 

 ・海外工場の操業停止、部品・材料の納入遅延等サプライチェーンの混乱により、生産が減少し受注を

停止せざるを得なくなる。 

 

（その他） 

町内の久慈川・押川流域では、これまでも数々の水害に見舞われてきた。過去の水害としては、昭和６

１年８月の台風１０号、平成 3 年 9 月の台風第 18 号、特に令和元年東日本台風において、久慈川及び

押川が溢水し、全壊３５棟、大規模半壊１０７棟、半壊３０７棟、一部損壊１３９棟、計５８８棟にのぼ

り、近年の水害としては過去最大の被害を受けた。 

 

（２）商工業者の状況 

   ・商工業者等数 １,０９０人 ・小規模事業者数 ８８７人 

 

【内訳】                      （※括弧内は小規模事業所数で内数） 

業  種 商工業者数 事業所の立地状況等 

商工 

業者 

農林漁業 １４（ １３） 町内に広く分散している 

建設業 １８４（１７５） 町内に広く分散している 

製造業 １０３（ ８７） 町内に広く分散している 

電気・ガス・熱供給・水道業 １（  １） 町内に１店舗 

情報通信業 ３（  ３） 町内に広く分散している 

運輸業、郵便業 １６（ １２） 町内に広く分散している 

卸売業、小売業 ３２１（２５９） 町内に広く分散している 

金融業、保険業 ６（  ５） 町内に広く分散している 

不動産業、物品賃貸業 ２３（ ２３） 町内に広く分散している 

学術研究、専門・技術サービス業 １７（ １４） 町内に広く分散している 

宿泊業、飲食サービス業 １２５（ ９３） 町内に広く分散している 

生活関連サービス業，娯楽業 １０２（ ８８） 町内に広く分散している 

教育、学習支援業 ４４（ ２７） 町内に広く分散している 

医療、福祉 ５１（ ２４） 町内に広く分散している 

複合サービス事業 １２（  ９） 町内に広く分散している 

サービス業（他に分類されないもの） ５２（ ４１） 町内に広く分散している 

公務（他に分類されるものを除く） １６（ １３） 町内に広く分散している 

合   計 １,０９０（８８７）  

 

（３）これまでの取組み 

 

１） 当町の取組み 

①地域防災計画の策定 

大子町地域防災計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、当町

の地域にかかる災害対策を実施するにあたり、町並びに防災関係機関がその全機能を発揮して町民を

災害から保護するための事項を定め、もって防災の万全を期するものである。 

また、当町における各種災害に対応するため基本的かつ総合的な計画として策定するものであり、

この計画は、「風水害等対策計画編」、「震災対策計画編」、「原子力災害対策計画編」など７種の

災害対策から構成され、町域における防災活動の指針としての性格を有するとともに、災害が発生し

た場合、状況に応じて有機的な運用を図るものとする。 

 



  ②大子町国土強靭化地域計画の策定 

当計画は、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平

成25年12月11日法律第95号）第13 条に基づく国土強靭化地域計画として策定する。 

また、国の「国土強靭化基本計画」、茨城県の国土強靭化地域計画である「茨城県国土強靭化計画」

と調和のとれた計画とすると同時に、「大子町第6次総合計画」における地域防災力の向上などの具

体的な施策を推進する上での指針となる計画として位置づける。 

国や茨城県における強靭化の状況、社会情勢の変化に応じた施策の推進が必要となることから、計

画期間は「国土強靭化基本計画」及び「茨城県国土強靭化計画」を鑑み、５年間の計画とする。（令

和元年度から令和５年度まで） 

 

  ③第６次大子町総合計画による防災に係る施策の推進 

総合計画では、災害に強く安全なまちづくりの推進として、早期の災害復旧及び復興の推進、大規

模災害の発生に備えた防災体制の強化、地域防災力の強化等に取り組んでいる。 

 

  ④避難所の備蓄物資及び設備の整備 

当町では、有事の際に備え、備蓄物資及び設備の整備に努めており、各地区（町内１２箇所）に基

幹避難所を設け、同敷地内に大型の防災倉庫を設置することで、長期的な避難生活に備えた食糧、飲

料水及び避難所運営に必要な資機材の確保に努めている。また、当該防災倉庫は、近傍地域の自主避

難所とも連携し、備蓄品の受渡しをすることで、自主避難所運営に必要な資機材の早期輸送が可能と

なり、町内全域を網羅する役割を担っている。なお、備蓄物資及び設備に関する主なものは次に示す

ア～ケの通りである。 

 

 備蓄物資及び設備の整備内容 

ア 食糧、飲料水 

イ 生活必需品及び生理用品 

ウ 通信機材（衛星携帯電話、IP無線機、災害時用公衆電話を含む） 

エ コミュニティＦＭ放送設備（緊急起動ラジオ含む） 

オ 照明設備（非常用発電機、投光器、暖房資機材及び非常用電源確保に関する協定締結 

カ 給水用機材及び飲料水の供給に係る協定締結 

キ 新型コロナウイルス感染症対策用品（消毒液、マスク、パーテーションテントなど） 

ク 各種工具類 

ケ その他避難に必要な資機材 

 

  ⑤大子町新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 

当計画は、町域にかかる新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項、当町が実施する

措置等を定める。 

 

  ２）当会の取組み 

    ①事業者ＢＣＰ策定セミナーの開催 

     大子町商工会会員向けにセミナーを開催した。 

     専門講師を招き、町のハザードマップを活用し、事業継続力強化計画を広く啓発している。 

 

    ②防災品の備蓄 

     飲料水（ペットボトル）をはじめ、ビニールシートや土嚢袋・タオルなどを備蓄 

      

    ③感染症への対応 

・感染症対策としてマスクや消毒液の備蓄 

・特別相談窓口の開設 

・緊急融資相談への対応 

・会員事業者への影響調査の実施 

感染症によりどんな影響を受けているかについてアンケート調査を実施 

・飲食店の支援 

来店客の減少により影響を受ける飲食業者を対象に、テイクアウト・デリバリーに対し支援す

る大子町飲食店応援事業「今こそ！食べて応援」を企画 



 

    ④その他 

     補助金申請、労務支援（雇用調整助成金等）、持続化給付金、家賃支援給付金、一時支援金、月

次支援金等施策への情報提供支援 

 

Ⅱ．課題 

現状では、自然災害等による緊急時の取組について漠然的な記載にとどまり、協力体制の重要性につ

いての具体的な体制やマニュアルが整備されていない。加えて、防災経験や訓練自体の経験者が少なく、

ハザードマップの把握をはじめとする危機管理に関する情報収集や防災意識の高揚が急務となってい

るが、平時・緊急時の対応を推進するノウハウをもった人員が十分にいない。 

更には、災害復旧の備えとなる保険・共済に対する助言を行える当会経営指導員等職員が不足してい

る。といった課題が浮き彫りになっている。 

また、感染症対策において、地区内小規模事業者に対して予防接種の推奨や手洗いの徹底、体調不良

者を出社させないルール作りや、感染拡大時に備えてマスクや消毒液等の衛生品の備蓄、リスクファイ

ナンス対策として保険の必要性を周知するなどが必要である。 

 

① 当町に所在するＢＣＰ策定事業者が少ない 

ＢＣＰ策定事業者はごく一部である。当町は令和元年東日本台風の影響で床上浸水等甚大な被害を

受けた。その際、機械や重機などの故障で事業継続に支障をきたした。 

 

② 支援職員の知識向上が求められる 

ＢＣＰ策定に関しては専門知識が必要となる。今後、ＢＣＰに関する職員研修等が必要になってく

る。 

 

③ 当会において防災訓練を行っていない 

当町のハザードマップによるリスク確認、有事の際の避難訓練・連絡網の確認等が必要である。 

 

④ 感染症に対する支援 

職場内における感染防止対策の周知と実施の徹底、確認が必要。体調不良者を出社させないルール

作りや、感染拡大時に備えてマスクや消毒液等の衛生品の備蓄、保険の必要性を周知するなどが必

要である。 

 

⑤ 事業者に向けて、地域の災害リスクに関しての周知が不足している 

管内事業者には小規模事業者(特に家族のみで経営している事業者)が多く、BCP への関心が低く、

BCP に取組む意識も薄く優先順位も高くないため、防災・減災・復旧対策が不十分。 

 

Ⅲ．目標 

・管内小規模事業者に対し、自然災害リスクや感染症等リスクを認識させ、事前対策の必要性を周知する。 

・発災時、非常時における連絡・情報共有体制を円滑に行うため、商工会・県・町との間における被害情 

報報告、共有ルートを構築する。 

・発災後、速やかな復興支援策が行えるよう、また域内において感染症発生時には速やかに拡大防止措置 

を行えるよう、組織内における体制、関係機関との連携体制を平時から構築する。 

・小規模事業者に対して災害リスクの認識を促すとともに、事前の計画策定等を支援する。 

➢事業継続力強化計画認定 １０社／年 

➢各種共済・保険制度への加入推進（見直し含む）１０社／年 

（火災保険、業務災害保険、ビジネス総合保険、経営者休業補償、休業対応応援共済、福祉共済、貯

蓄共済、その他） 

 

※ その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

（１） 事業継続力強化支援事業の実施期間 

（令和 4 年 4 月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２） 事業継続力強化支援事業の内容 

当会と当町の役割分担、体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

 

＜１.事前対策＞ 

町と連携を密にし、自然災害発災時や感染症発生時に速やかに応急対策等に取組めるようにする。 

 

１）災害リスクの周知 

① 巡回経営指導時に、ハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害等のリスク及びそ

の影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備え，水災補償等の損害保険・共済加入等）に

ついて説明する。 

 

② ホームページや町広報誌等において、国の施策の紹介や、リスク対策の必要性、損害保険の概要、

事業者ＢＣＰ（事業継続力強化計画等）に積極的に取り組む小規模事業者の紹介等を行う。 

 

③ 職員を対象としたリスクマネジメント基礎研修、管内の災害リスク、小規模事業者向け事業者ＢＣ

Ｐの作成などのスキルを習得する。 

 

④ 新型ウイルス感染症は、いつでも、どこでも発生する可能性があり、感染の状況も日々変化するた

め、事業者には常に最新の正しい情報を入手し、デマに惑わされる ことなく、冷静に対応すること

を周知する。 

 

⑤ 新型ウイルス感染症に関しては、業種別ガイドラインに基づき、感染拡大防止策等について事業者

への周知を行うとともに、今後の感染症対策につながる支援を実施する。 

 

⑥ 事業者へ、マスクや消毒液等の一定量の備蓄、オフィス内換気設備の設置、ＩＴやテレワーク環境

を整備するための情報や支援策等を提供する。 

 

⑦ 自社のリスク診断のほか、専門家講師により、独自のマニュアルなどを用いたワークショップなど

演習型の事業者ＢＣＰ策定セミナーを実施する。 

 

２）商工会自身の事業継続力強化計画の作成 

・令和３年度に事業継続力強化計画を作成済み。 

 

３）関係団体との連携 

・茨城県商工会連合会に専門家の派遣を依頼し、普及啓発セミナーや損害保険(ビジネス総合保険等)の

加入促進等について連携して実施する。 

・感染症に関しては、収束時期が予測しづらいこともあり、リスクファイナンス対策として各種保険（生

命保険や傷害保険、感染症特約付き休業補償など）の紹介等も実施する。 

 

４）フォローアップ 

・小規模事業者の事業者ＢＣＰ等取組状況の確認 

・事業者ＢＣＰ（事業継続力強化計画等）策定支援の進捗につき、経営指導員が巡回窓口等で確認し随

時必要な場合には、専門家を交えるなどフォローを行う。 

 

５）訓練の実施 

・当会は当町が主催する防災訓練に積極的に参加するとともに、訓練に合わせ当町との連絡ルートの確

認等を行う。 

 

 



＜２.発災後の対策＞ 

■大規模自然災害 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一である。そのうえで、下記の手順で地区内の被害状況を

把握し、関係機関へ連絡する。 

 

１）応急対策の実施可否の確認 

・災害発生後１時間以内に職員の安否報告を行う。ＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大

まかな被害状況（家屋被害や道路状況等）等を商工会と町で共有する。 

 

２）応急対策の方針決定 

・当会と当町との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策方針を決める。 

（豪雨における例）職員自身の目視で命の危険を感じる降雨状況の場合は、出勤をせず、職員自身が

まず安全確保を行い、警報解除後に出勤する等の対応を行う。 

・職員が被災し、応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

・大まかな被害状況を確認し、すみやかに情報を共有する。 

 

（例：被害規模の目安は以下を想定） 

被害規模 被害の状況 想定する応急対応 

大 規 模 な 

被害がある 
・地区内１０％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割

れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」

等、大きな被害が発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、

交通網が遮断されており、確認ができない。 

①相談窓口の設置 

②被害調査 

③経営課題把握 

④復興支援業務 

被害がある ・地区内１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れ

る」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内 0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・

半壊」等、大きな被害が発生している。 

①相談窓口の設置 

②被害調査 

③経営課題把握 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない。 特に行わない 

※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

３）被害情報の共有 

当会と当町は以下の間隔で被害状況を共有する 

発災後～１週間 １日に２回共有する（１０時・１６時） 

１週間～２週間 １日に１回共有する 

２週間～１ヵ月 １週間に２回共有する 

１ヵ月以降 １週間に１回共有する 

 

 

 

■感染症の世界的大流行（パンデミック） 

感染症の世界的大流行（パンデミック）が発生した場合は、以下の手順で対応する。 

 

１）管内事業者に対するリスクの周知 

・発生国の経済状況・工場の稼働状況等、今後管内事業者の経営に影響を与えうるリスクについて周知

する。 

 

２）管内事業者の被害状況の確認 

・当町は、来庁又は問い合わせを受けた管内事業者の被害状況を確認する。 

   ・当会は、電話・メール・ＦＡＸ等により管内事業者の被害状況を確認する。 

 

３）被害情報の共有 

 ・当町と当会は、原則として以下の間隔で被害情報等を共有する。 



 

 

 

 

 

 

 

４）被害情報の報告 

・当会と当町とで情報を共有した上で、当町においては県が定める期日までに県へ報告する。また、当

会においては茨城商工会県連合会が定める期日までに県連合会に対しても報告を行う。 

 

＜３. 発災時における指示命令系統・連絡体制＞ 

・自然災害等発生時に、地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行うこと

ができる仕組みを構築する。 

・二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことの可否について検討する。 

・当会と当町は被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定方法について、あら

かじめ確認しておく。 

・当会と当町が共有した情報を、茨城県の指定する方法にて当会又は当町より茨城県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被害状況報告様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜４. 応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 

・相談窓口の開設方法について、当町と相談する（当会は、国の依頼を受けた場合は、特別相談窓口を

設置する）。 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国や茨城県、町等の施策）について、地区内小規模事業者等へ周知

する。 

海 外 発 生 期 １週間に１回共有する 

国 内 発 生 早 期 １週間に１回共有する 

国 内 感 染 期 ２日に１回共有する 

国内感染拡大期 １日に１回共有する 

大 子 町 

連絡・相談 

茨 城 県 関東経済産業局 

茨城県商工会連合会 

大 子 町 商 工 会 

報
告
・
相
談 

指
示
・
情
報
提
供 

報
告
・
相
談 

指
示
・
情
報
提
供 

報告・相談 

報告・相談 指示・情報提供 

報告・相談 指示・情報提供 



・感染症の場合、事業活動の影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者を対象とした支援策や

相談窓口の開設等を行う。 

 

＜５. 地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

・国や茨城県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣等を茨城

県等に相談する。 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

 

（令和３年３月現在） 

（１） 実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継

続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の

関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指 

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

   経営指導員 堀江 佳次（連絡先は後述（３）①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度等） 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認，見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会、関係町連絡先 

 

①商工会 

  大子町商工会 

   〒３１９－３５５１ 茨城県久慈郡大子町池田２７３２―３ 

   TEL．０２９５―７２―０１９１ ／ FAX. ０２９５―７２―０８０６ 

   E-mail．info@daigomachi.or.jp 

 

②関係市町村 

大子町 観光商工課 観光商工担当 

  〒３１９－３５２６ 茨城県久慈郡大子町大子８６６ 

  TEL．０２９５―７２―１１３８ ／ FAX. ０２９５―７２―１１６７ 

  E-mail．kankou@town.daigo.lg.jp 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 

大子町商工会 大 子 町 

商工会長 

事務局長 

法定経営指導員 

大子町長 

観光商工課 総務課 
連絡調整 

連携 連携 

確認 



 

（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要な資金の額 ４００ ４００ ４００ ４００ ４００ 

 

会 議 運 営 費 

セミナー開催費 

ﾊﾟﾝﾌ･ﾁﾗｼ作成費 

専 門 家 派 遣 費 

５０ 

１５０ 

１００ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１００ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１００ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１００ 

１００ 

５０ 

１５０ 

１００ 

１００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入、大子町補助金、茨城県補助金、事業収入 等 

ただし、上記経費のうち講師や専門家の謝金・旅費については必要額を見込んでいるが、専門家派遣 

や連携する損保会社が無償等で派遣応諾いただいたときには、当該経費が減額になる場合がある。 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

 

 

 連携者なし

 


